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　JILPT調査部では、企業及び業界団
体のモニターに対し、四半期ごとに業
況の実績と次期の見通しを尋ねる「ビ
ジネス・レーバー・モニター調査」を
実施している。今回の調査では、定例
調査（P54～57）に合わせ、「特別調査」
として、企業における「限定正社員」
及び「高度外国人材」の活用状況につ
いても調査した。
　このうち、「限定正社員」は、従来
の正社員に比べて、配置転換や転勤、
仕事内容や勤務時間などの範囲が限定
されている正社員を指す。労働者が「正
社員」と「非正規従業員」に二極化す
るなか、その中間的な働き方として注
目されている。限定正社員制度は、労
働者にとっては、各人が持つ多様な価
値観に応じて、柔軟な働き方を可能と
しながらも、待遇面では、正社員に近
い水準となる場合が多く、メリットが
大きい。一方、企業にとっても優秀な
人材の確保と定着を同時に行いやすい
というメリットがある。本調査では、
回答企業のうち、約３割に相当する８
社が何らかの限定正社員を活用してい
ると回答している。
　もう一方の「高度外国人材」は、「高
度専門職」、「経営管理」、「研究」、「技
術・人文知識・国際業務」、「法律・会
計業務」などの就労目的の在留資格を
有する外国人のことである。調査結果
によれば、回答企業の６割強に当たる
18社が「高度外国人材を雇用してい
る」と回答した。「採用時に重視する
こと」としては「専門知識・技能があ
ること」が11社で最も多くなっている。

　なお、調査対象は、当機構の企業モ
ニターである。調査の結果、28社か
ら回答があった。

１　限定正社員の活用状況

３割の企業が限定正社員を活用

　調査では、まず、企業モニターに対
し、限定正社員の活用の有無について
聞いた。全回答企業28社のうち、何
らかの限定正社員を活用したのは約３
割に相当する８社だった（図表１）。
この８社の業種を見ると、【建設】（２
社）、【電機】、【警備】、【道路貨物】、【印
刷】、【鉄道】、【シルバー産業】となっ
ている。
　８社に対し、活用している限定正社
員の種別を複数回答で聞いたところ、
「勤務地限定正社員」が６社と最も多
く、「職務限定正社員」（４社）、「所定
労働時間限定正社員」（２社）で続いた。

活用理由のトップは 
「社員のニーズに応えるため」

　限定正社員を活用
する理由を複数回答
で聞いた結果では、
「社員のニーズに応
えるため」が５社で
トップ。これに「専
門的業務に対応する
ため」が３社、「無
限定の正社員登用に
向けた見極めをする

ため」、「無限定の正社員をより重要な
業務に特化するため」がそれぞれ１社
となった。「その他」と回答した企業
に対し、その内容を聞いたところ、「地
域の実態にあった労働条件を設定する
ことで、地域の競争力を確保するため」、
「社員自らがいきいきと働くことがで
きる就業形態を選択することで、生産
性の向上につなげるため」、「人材確保
につなげるため」という記述が見られ
た。
　「限定正社員をどのように採用して
いるか」については、「無限定の正社
員と別枠で採用」と「非正規従業員と
して採用し、基準を満たす者を限定正
社員に転換」がそれぞれ５社だった。
「無限定の正社員と同じ枠で採用し、
後に希望者を限定正社員に転換」（３
社）がこれに続いた。
　本調査では、無限定の正社員と限定
正社員の処遇の違いについても聞いて
いる。まず、限定正社員に適用される
賃金制度については、「正社員とは異
なる賃金表・テーブルを設定している」
が４社と最も多く、「正社員と同じ賃
金表・テーブルを適用」「正社員と同
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図表１　限定正社員の活用の有無（n=28）
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じ賃金表・テーブルを適用しているが
運用を変えている」「賃金表・テーブ
ルはない」がそれぞれ１社ずつだった。
「その他」として、「業務内容と地域
の賃金水準などを考慮して個別に設
定」とする回答もあった。
　次に限定正社員が無限定の正社員へ
の転換を経ずに昇進できる職位の上限
を聞いた。「現場のリーダークラスま
で」が３社で最も多く、「課長級まで」
「主任係長級まで」が各２社でこれに
続いた。「部長級以上」は１社だった。
　一方、昇進の速度については、「無
限定の正社員と同程度」が５社だった
のに対し、「無限定の正社員よりやや
遅い」が３社という結果だった。
　正社員と同じ仕事に従事している限
定正社員がどの程度いるか聞いた結果
では、「大半が同じ仕事をしている」
が５社、「一部が同じ仕事をしている」
が３社だった。

８社中７社が無限定正社員と 
異なる育成方針

　無限定の正社員と限定正社員の育成
方針をそれぞれ聞いた結果では、無限
定正社員では全ての企業が「長期的な
視点から計画的に幅広い知識・技能を
習得させる」と回答したのに対し、限
定正社員では、「長期的な視点から計
画的に特定の知識・技能を習得させる」
が５社と最も多く、「業務の必要に応
じてその都度知識・技能を習得させる」
も２社あり、育成方針に違いがあるこ
とが明らかとなった。
　最後に正社員間のコース転換制度の
内容を複数回答で聞いた。「無限定の
正社員から限定正社員への転換制度」、
「限定正社員から無限定の正社員への
転換制度」をともに設けている企業は
３社。一方、「限定正社員から無限定
の正社員への転換制度」のみを設けて

いる企業は３社だった。「無
限定正社員から限定正社員へ
の転換制度」のみの企業は０
社だった。「コース転換制度
は設けていない」とする企業
も３社あった。

２　�高度外国人材の
活用状況

モニターの６割強が 
高度外国人材を雇用

　「高度外国人材」を雇用しているか
どうかを聞いたところ、「雇用してい
る」が18社と回答企業の６割強を占
めた。「雇用していないが、今後採用
を検討している」が２社、「雇用して
いないし、今後採用する予定もない」
が８社という結果だった（図表２）。「雇
用している」と回答した18社の業種
を見ると、【建設】、【自動車販売】、【自
動車】、【電機】（３社）、【非鉄金属】、【玩
具等販売】、【製缶】、【警備】、【硝子】、【道
路貨物】、【金型】、【石膏】、【印刷】、【鉄
道】、【食品】、【電線】となっている。
　「高度外国人材を雇用している」ま
たは「今後採用を検討している」と回
答した企業に対し、その理由を複数回
答で聞いたとこ
ろ、「国籍に関
係なく優秀な人
材を確保するた
め」 が17社 と
最も多く、「自
社の人材の多様
化政策の一環と
して」（９社）、
「海外との取引
に関する業務を
行うため」（７
社）がこれに続

いた。
　高度外国人材がどのような職種に従
事しているか聞いた（複数回答）。「研
究開発」が11社と最も多く、以下、「国
際業務」（10社）、「営業販売」（６社）、
「事務職（総務、人事・広報等）」「事
務職（法務・会計）」「マーケティング・
商品開発」「役員・管理職」（各５社）
の順で続いた。
　高度外国人材の採用経路については、
「日本人の新卒と同じ枠組みで採用」
が12社と過半数を占め、これに「日
本人と別に枠を設けて採用」「海外の
大学から直接採用」がそれぞれ５社で
続いた。

図表２　高度外国人材の雇用状況
（n=28、単数回答）

図表３　現在雇用している高度外国人材に対する評価
（n=18、単数回答）
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採用時には「専門知識、技能を
重視」する傾向

　高度外国人材の採用時にどのような
ことを重視しているかを複数回答で聞
いたところ、「専門知識、技能がある
こと」が11社で最も多く、これに「コ
ミュニケーション能力が高いこと」「日
本語能力があること」（各８社）、「職
業意識・勤労意欲が高いこと」（各５社）
が続いた。
　現在雇用している高度外国人材をど
のように評価しているか質・量の両面
で聞いた。「質・量ともに満足している」
が13社だったのに対し、「質は満足し
ているが、量は不満」が３社だった。
「量・質ともに不満である」とする企

業も１社あった（図表３）。
　高度外国人材の定着、活躍のために
とっている方策（複数回答）としては、
「外国人の特性や語学力を活かした配
置・育成をする」が９社で、以下「学
校で学んだ専門性を活かした配置・育
成をする」「生活面も含めて相談でき
る体制を社内に整備する」（各５社）、
「日本人社員の異文化への理解度を高
める」「本人に対してキャリアコース
や育成方針を明確にしている」（４社）
と続いた。
　現在、在籍している高度外国人材に
ついて、ａ．配置・転換、ｂ．昇進・
昇格、ｃ．評価制度、ｄ．賃金制度、ｅ．
退職金制度、ｆ．教育訓練について、
日本人社員との間でどの程度の違いが

あるか聞いた。いずれの制度について
ても「日本人社員と同様の扱い」とす
る回答が多かったが、ａ．配置転換に
ついては、他の項目に比べて、「日本
人社員とほぼ同様の扱い」と「日本人
社員と異なる扱い」がわずかに多い結
果となった（図表４）。
　高度外国人材を活用するに当たって
の行政への要望を自由記述で聞いたと
ころ、「就業資格の取得が煩雑なため、
手続きが間に合わず、入社が遅れたこ
とがある。国内の大学を卒業して、新
卒扱いとなる場合は手続きを簡素化し
て欲しい」、「現地で日本での就労を希
望する人向けに日本語教育をサポート
することで、裾野を広げて欲しい」と
いった意見が見られた。� （調査部）

図表４　日本人社員との処遇等の違い（n=18、単数回答、単位：社）
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